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第2・第4火曜日発刊 

昨年の急激な景気悪化に伴い、多くの会社で雇用調整が行なわれました。今回は、 

雇用調整策として企業では具体的にどのようなことを実施したのか、今年2月に 

行なわれた調査結果を、正社員・非正社員にわけてご案内いたします。 
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製造業では 
9 割以上の 
会社で残業 
削減実施 

調査対象：東証、大証、名証第 1部、第 2 部上場企業約 1,000 社の回答  調査時期：平成 21 年 2 月  

 全産業 製造業 非製造業 
残業削減 85.0% 92.1% 71.4% 

採用抑制 50.1% 47.9% 54.4% 
賃金調整 40.7% 41.4% 39.5% 
解雇 4.7% 3.2% 7.5% 
その他 8.0% 8.9% 6.1% 

 残業削減を第一に実施 
次いで、採用抑制、賃金調整の 
順に雇用調整をしている 

解雇は少ない 残業抑制、賃金調整により一人当たりの 
人件費を下げる一方で、雇用は維持され 
ている事が伺える 

非 

正 

社 

員 

賃金調整施や解雇は労働者にとっては不利益なことであり、トラブルも起きやすくなります。 
トラブルを回避する為に雇用契約書や、賃金規程、就業規則などの見直しを行なうことも大切です。 

20.0% 
30.0% 
40.0% 
50.0% 
60.0% 
70.0% 
80.0% 

正社員と 
の違いが 
顕著 

出所：内閣府   平成 20 年度  「企業行動に関する調査」より 

 全産業 製造業 非製造業 
残業削減 65.7% 67.2% 62.9% 
採用抑制 61.2% 58.8% 65.9% 
賃金調整 17.3% 16.0% 19.7% 

解雇 29.7% 36.6% 15.9% 
その他 12.4% 16.0% 5.3% 

 

正社員同様、 
残業削減を 
行なった企業が 
最多 

賃金調整で一人当たりの人件費を抑えるよりも、人数調整を行う傾向にある 
非正社員は雇用の調整弁になっている実態が明らかに 
 


